

















－ 北海道の子ども福祉を追究する史資料として － 
 
                                    田中 利宗 














































































(3) 表彰 小樽盲啞學校 (明治44年7月 第61号110-111) 
 小樽區住の江町四十七番地にあり其目的は瞽盲聾啞の子弟に普通の教育を施し兼て獨立自 
活に須要なる技藝を授くるにあり 





























(4) 雜録 昨年度小樽區學事状況（明治44年9月 第62号101） 





常高等小學校に學級增加の必要あるを認めたる以て乃ち前計畫を變更し  (中略) 
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製作に從事す、生徒疾患の原因左の如し  (「原因表」略)  
 
(5) 表彰 遠友夜學校 (明治44年5月 第63号96-97) 
  北海道札幌區南四條東四丁目  遠友夜學校 
 慈恵救濟ノ事業ニ關シテ從來盡力スル所少カラス今後一層ノ勉勵ヲ以テ其ノ効果ヲ収メ  
ム事ヲ望ム依テ爰二金貳百圓ヲ下付ス 
























(6) 表彰 札幌區私立遠友夜學校  (大正6年3月 第95号60) 
   其の校事業施設奨勵の爲金百圓を交附す 











(1) 法令 北海道廳令第四十三號 (明治34年5月 第2号10-13) 
   北海道地方税賦課規則左ノ通相定ム 明治三十四年四月一日 
北海道地方税賦課規則 
 第一章 總則 
  第一條 地方税ノ課目課額ハ毎年之ヲ定ム 
(第一章第二條～第五條、第二章第六條～第七條、略) 
 
 第三章 營業税雜種税 
(第八條～第十三條、略) 
  第十四條 左ニ掲クルモノニハ營業税竝雑種税ヲ賦課セス 
(一～四、略) 
   五 盲啞者ニシテ遊藝ヲ以テ生計ヲ爲ス者 
   六 盲啞者又ハ六十歳以上十五歳未滿ノ行商及職工 
   七 窮民ニシテ官ノ救助ヲ受クル者  
   八 官ノ命令ニ依リ營業ヲナス者 
   九 山間僻地ノ弧居ニシテ行旅ノ便ヲ計リ旅客ヲ宿泊セシムルモ其専業ニアラサル者 
   十 祭日又ハ市日等一時路傍ニ於テ物品ヲ販賣シ又興行ヲ爲ス者 
  十一 製絲紡績機織裁縫ノ工女 
   十二 演劇其他諸興行ノ類ニシテ營利ヲ目的トセス單ニ神佛祭典又ハ慈善ノ爲ニスル者 
  十三 市街ニアラサル地ニテ沓草鞋蠟蠋摺附木松明ヲ販賣スル者 
  十四 納豆辻売占等ノ呼賣専業 
  十五 煙管管替下駄齒入草履靴直ノ類 
  十六 雪中助小屋ニテ飲食物ヲ販賣スル者 
  十七 一時他府縣ヨリ來リテ營業スル俳優相撲行司遊藝稼人及行商等ニシテ當期納税 
     濟ノ證アル者 
(十八～二十七、略) 
 二十八 神佛祭典又ハ慈善ノ用ニ供スル車 
 (第十五條～第十八條、第四章第十九條～第二十一條、略) 
 第五章 戸數割 
  第二十二條 戸數割ハ一戸ヲ構フルモノニ之ヲ賦課ス左ニ掲クルモノニハ戸數割ヲ賦 
        課セス 
  一 舊土人中北海道廳長官ニ於テ戸數割ノ賦課ニ堪ヘスト認ムル者 
  
-17 -
  二 官ノ救助ヲ受クル者 
(第二十三條～第二十五條、略) 
  第二十六條 赤貧ニシテ戸數割ノ負憺ニ堪ヘサル者アルキハ區町村會ノ決議ヲ以テ課 
        税ヲ免スルコトヲ得但其區町村納税總額ヲ減スルコト得ス  (後略) 
 
(2) 法令 北海道廳令第百五十五號 (明治34年11月 第5号3) 
   北海道特別會計左ノ通リ相定ム 明治三十四年九月二十八日 
 北海道特別會計 
第一條 小學校教員恩給基金、小學校教員恩給金、小學校教育費国庫補助金、慈恵救濟資 
    金ハ特別会計トス （後略） 
 
(3) 法令 北海道廳令第七十三號 (明治35年7月 第9号1-3) 
   左記事項ハ支庁長ニ委任ス 本令ハ明治三十五年六月二十日ヨリ施行ス 
   明治三十年十一月北海道廳令第七十一號本令施行ノ日ヨリ發止 
(一～二十六、略) 
  二十七 行路病人等ノ人頭引取ノ通知ヲ受領シ引取ノ處分ヲナス事 
  二十八 賑恤規則ニ依リ窮民救助ノ事但シ規則第八條第九條第十一條第十二條ハ此限 
      ニアラス 
  二十九 三子出生及棄児養育料給與ノ事  (三十～七十二、略) 
 
(4) 法令 北海道廳告示第七百六十三號 (明治36年1月 第12号18-19) 
   本年米作凶歉ノ結果トシテ明年ノ種籾ヲ購入シ能ハサル農民ノ爲ニ地方費ヲ以テ豫メ 
  種籾ノ購入ヲナシ置キ以テ農民ノ經濟ヲ助クルハ勸農上最切要ナルノミナラス準備時期 
  ヲ失セサランカ爲特ニ緊急購入ヲ要スルヲ以テ道會法第十二條ニ依リ明治三十五年度北 
  海道地方費歳出豫算中左ノ通更正セリ （後略） 
 
(5) 法令 北海道廳令第二十號  (明治36年3月 第13号8-13) 
   明治三十六年度北海道地方税課目課額左ノ通リ定ム    明治三十六年二月十三日 
(第一條～第五條、略) 
 第六條 左ニ掲クルモノニハ營業税竝雜種税ヲ賦課セス 
(一～三、略) 
  四 盲啞者ニシテ遊藝ヲ以テ生計ヲ爲ス者 
  五 盲啞者又ハ六十歳以上十五歳未滿ノ行商及職工 
  六 蹄鐵工ニシテ蹄鐵 
   七 官ノ救助ヲ受クル者 
  八 官ノ命令ニ依リ營業ヲナス者 
  九 山間僻地ノ弧居ニシテ行旅ノ便ヲ計リ旅客ヲ宿泊セシムルモ其専業ニアラサル者 
   十 祭日又ハ市日等一時路傍ニ於テ物品ヲ販賣シ又興行ヲ爲ス者 
 十一 製絲、紡績、機織、裁縫ノ工女 
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 十二 演劇其他諸興行ノ類ニシテ營利ヲ目的トセサル者  
 十三 市街ニアラサル地ニテ沓、草鞋、蠟蠋、摺附木、松明ヲ販賣スル者 
  十四 納豆、辻売占等ノ呼賣専業 
 十五 煙管管替、下駄齒入、草履賣、靴直ノ類 
 十六 雪中助小屋ニテ飲食物ヲ販賣スル者 
 十七 一時他府縣ヨリ來リテ營業スル俳優、相撲、行司、遊藝稼人及行商等ニシテ當期 
    納税濟ノ證アル者 
(十八～二十六、略) 
 二十七 神佛祭典又ハ慈善ノ用ニ供スル車 
 左ニ掲クル者ニハ戸數割ヲ賦課セス 
  一 舊土人中北海道廳長官ニ於テ戸數割ノ賦課ニ堪ヘスト認ムル者 
  二 官ノ救助ヲ受クル者 
 左ニ掲クル者ニハ水産税ヲ賦課セス 
  一 鮑取、釣漁、牡蠣取、採藻業ニシテ六十歳以上十五歳未滿ノ者 
    占守郡、新知郡、徳撫郡ニ對シテハ地方税ヲ賦課セス 
 
(6) 法令 北海道廳告示第二百三十九號 明治三十六年四月八日 (明治36年5月 第14号30) 
   北海道鐡道株式會社ハ當庁管内凶作ニ対シ細民救助ノ目的ヲ以テ同社凾道ヲ経由スル 
  左記ノ物品ハ本年四月一日ヨリ同九月末日迄普通運賃及發着手數料トモ五割減ヲ以テ輸 
  送スル旨申出タリ  
  一 米麥其他ノ食料、種子、肥料ヲ凶作地方ニ輸入スル場合  
    但窮民共同購入又ハ道廳支廳區役所町村役場戸長役場道郡村農會産業組會ニ於テ 
    救助ノ目的ヲ以テ輸入スルモノニ限ル  
  二 窮民ノ生産製造シタル物品即チ薪炭藁細工籠等ノ類ヲ共同シテ輸出スル場合竝ニ 
    救助ノ目的ヲ以テ窮民ヲ使役シ生産製造シタル同上ノ物品等ヲ其事業主ニ於テ直 
    接輸出スル場合 
  三 救助ノタメ義捐者ニ於テ凶作地ニ物品ヲ輸送シ又ハ輸入スル場合 
   右各項中道廳支廳區役所町村役場戸長役場道郡村農會産業組合ニ於テ取扱フモノノ 
   外ハ行政廳ノ證明ヲ要ス 
 
(7) 雜録 北海道罹災救助基金法（明治三十八年二月二十八日 法律第三十七號） 
     （明治38年6月 第26号63） 
北海道罹災救助基金法 
 第一條 北海道地方費ニ於テ貯蓄スヘキ罹災救助基金ノ最少額ハ百万圓トス 
     前項ノ金額ニ達シタル年度ヨリ遡リ十箇年間ニ本法ニ依リ支出シタル救助費平均 
     年額ノ二十倍ノ金額カ前項ノ金額ヨリ多キトキハ其金額ヲ以テ最少額トス但シ支 





 第二條 北海道罹災救助基金ノ積立額ハ毎年度北海道地方費豫算ヲ以テ之ヲ定ム但シ二萬 
     圓ヲ下ルコトヲ得ス 
 第三條 國庫ハ北海道罹災救助基金ノ補助トシテ本法施行ノ初年度二於テ一萬圓ヲ交附ス 
     前項ノ外國庫ハ北海道罹災救助基金ノ補助トシテ第一條ノ制限額ニ達スル迄毎年 
     度地方税ヲ以テ積立ツル金額ノ二分ノ一ヲ交附ス但シ二萬圓ヲ超ユルコトヲ得ス 
 第四條 本法ニ規定スルモノヲ除クノ外北海道罹災救助基金ニハ罹災救助基金法ヲ準用ス 
     但シ同法中府縣會トアルハ北海道會市町村トアルハ區町村ニ該當ス 
        附 則 
 第五防 本法施行ノ期日ハ勅令ヲ以テ之ヲ定メ四十箇年度間之ヲ施行ス 
     北海道ニ於ケル災害救助ニ關スル從來ノ規定ハ其効力ヲ失フ 
 第六條 從來北海道ニ於テ災害救助ノ爲國庫ヨリ支出シタル貸與權ハ北海道地方費ニ歸屬ス 
     前項ノ貸與金ニシテ返納ヲ受ケタルトキハ北海道罹災救助基金ニ編入スヘシ 
 
(8) 雜録 北海道廳官制改正 （明治43年5月 第54号183-184） 
   本年三月七日勅令第十三號及同三月二十六日勅令第百十八號ヲ以テ北海道廳官制中改 
   正ノ件交付セラル左ノ如シ 
    勅令第十三號（明治四十三年三月七日） 
     北海道廳官制中左ノ通リ改正 (条文、略) 
    勅令第百十八號（明治四十三年三月二十六日） 
   北海道廳官制中左ノ通リ改正ス 
  第一條中「支廳長」ノ次ニ「事務官補」ヲ加フ 
  第三條中「七人」ヲ「六人」ニ「第一部長」ヲ「内務部長」ニ改ム 
(中略) 
  第十六條中「第一部長」ヲ「内務部長」ニ改ム 
  第十九條 道廳ニ部ヲ置キ事務を分掌セシムルコト左ノ如シ 
   内務部 
    一 支廳戸長役場町村總代人及區町村其ノ他公共組合ニ關スル事項 
    二 議員選擧 北海道會及北海道地方費ニ關スル事項 
    三 賑恤救濟ニ關スル事項 
    四 教育學藝ニ關スル事項 
    五 兵事ニ關スル事項 
    六 寺社及宗教ニ關スル事項  (後略) 
 
(9) 廳令 北海道廳令第九十二號(大正六年十二月二日) （大正7年1月 第100号78-79） 
   軍事救護法施行細則左ノ通定ム (条文、略) 
 
(10) 廳令 北海道廳令第九十五號(大正六年十二月二十二日)  (大正7年1月 第100号79） 
   日常生活ニ必要ナル左記物品ノ代價ヲ濫リニ昻騰シ不當ノ利ヲ圖リタルモノハ拘留又 
   ハ科料ニ處ス 
  
-20 -
                     記 
    一、薪炭 
 
(11) 廳令及告諭 北海道廳令第一號(大正七年一月十五日) （大正7年3月 第101号30） 
   工場施行細則中左ノ通改メ即日ヨリ施行ス  (条文、略) 
 
(12) 廳令及告諭 北海道廳令第三十一號(大正七年三月九日) 工場取締規則左ノ通定ム 
        （大正7年5月 第102号35-39） 
     工場取締規則 
  第一條 本則ハ左ノ各號ニ該當スル工場ニ之ヲ適用ス 
      一、常時十人以上ノ從業者ヲ使用スルモノ 
      二、原動機又ハ汽罐ヲ使用スルモノ 
      三、工場法施行令第三條ニ掲タル事業ヲ營ムモノ 
    前項ニ該當スルモノト雖北海道廳長官二於テ其ノ必要ナシト認ムルトキハ本則ヲ適 
    用セサルコトアルヘシ （後略） 
 
(13) 廳令及告諭 北海道廳令第四十七號(大正七年三月二十九日)（大正7年5月 第102号61-62） 
   大正二年三月北海道廳令第二十一號北海道廳立治療院規則中左ノ通改正シ大正七年 
   四月一日ヨリ之ヲ施行ス 
     第六條 入院患者ノ食費薬價及外来患者ノ薬價處置料治療用品料ハ左ノ通トス 
        但シ大手術ヲ行ヒ又ハ高價ノ藥品若ハ特ニ他ノ物品ニ使用シタルトキハ其
ノ實費ヲ徴収ス 
         入院患者 
           一、食費        一日分  金二十錢 
           一、藥價         同   金十五錢 
         外来患者 
           一、藥價 
             一、水、散、丸藥  一日分  金七錢 
             一、頓服藥      一劑   金五錢 
             一、点點藥五瓦    五瓦   金十錢 （後略） 
 
(14) 廳令及告諭 北海道廳令第四十八號(大正七年四月一日) （大正7年5月 第102号62） 
    明治四十一年十一月北海道廳令第九十五號北海道廳立感化院規定ヲ北海道廳立札幌 
    學院規定ニ改メ同規定中左ノ通改正シ發布ノ日ヨリ施行ス  
     第一條中「北海道廳立感化院」トアルヲ「北海道廳立札幌學院」ニ改ム 
 
(15) 廳令 北海道廳令第百十三號(大正七年十一月十三日) （大正8年1月 第106号61） 
    大正二年三月北海道廳令第二十一號北海道廳立治療院規則中左ノ通改正シ發布ノ日 
    ヨリ之ヲ施行ス 
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     第六條中「一食費一日分金二十錢」ヲ「一食費一日分金二十五錢」ニ改ム 
 
(16) 廳令 北海道廳令第百十七號(大正七年十二月十二日) （大正8年1月 第106号62） 
    産婆規則施行細則左ノ通定メ大正八年一月一日ヨリ之ヲ施行ス  (条文、略) 
 
(17) 廳令 慈善行商取締規則（大正八年三月十四日 廳令第二十八號） 
     （大正8年5月 第108号38-39） 
   第一條 本則ニ於テ慈善行商卜ハ他人ノ門戸ニ就キ慈善購買ヲ請フモノヲ謂フ 
   第二條 本則ニ依ル願届書ハ住所地所轄警察署ヲ經由スヘシ但シ他廳府縣管内ニ居住 
       スル者ヨリ提出スル場合ハ此ノ限ニ在ラス 
   第三條 慈善行商ヲ爲サムトスル者ハ左ノ事項ヲ具シ北海道廳ニ願出テ許可ヲ受クヘシ 
       但シ雇主アルトキハ其ノ連署ヲ要ス 
        一、本籍、住所、職業、氏名、生年月日 
        二、行商物品ノ種類 
        三、行商ノ目的 
        四、行商ノ地域 
        五、行商ノ期間 
        六、從業者アルトキハ其ノ本籍、住所、氏名、生年月日 
    前項第六號ノ從業者ニシテ未成年ナルトキハ親權者ノ承諾書ヲ添付シ其ノ之ヲ添付 
    スルコト能ハサルトキハ其ノ事由ヲ疏明スヘシ 
   第四條 左ノ各號ノ一ニ該當スル者ニハ慈善行商ヲ許可セス許可ノ後卜雖モ許可ヲ取 
       消シ又ハ行商ノ停止ヲ命スルコトアルヘシ 
        一、強窃盗詐欺恐喝脅迫住居侵人又ハ略取誘拐ノ罪ニ依リ刑ニ處セラレ滿
三年ヲ經過セサル者又滿三年ヲ經過スト雖モ改悛ノ情ナシト認ムル者 
        二、素行不良ト認ムル者 
        三、公安風俗ヲ害スル虞アリト認ムル者 
        四、行商ノ目的不確賓ト認ムル者 
   第五條 慈善行商ノ許可ヲ受ケタル者左ノ各號ノ一ニ該當スルトキハ五日以内ニ届出 
       テ第一號第二號第五號ノ場合ハ許可證ノ書換又ハ再渡ヲ受ケ第三號第四號ノ 
       場合ハ許可證ヲ返納スヘシ但シ第三號ノ場合ハ戸籍法上ノ死亡届義務者ヨリ 
       届出ツヘシ 
         一、本籍住所氏名ニ異動アリタルトキ 
         二、許可證ヲ亡失毀損又ハ汚損シタルトキ 
         三、許可ヲ受ケタル者死亡シタルトキ 
         四、許可ノ期間満了シ又ハ期間内行商ヲ廢止シタルトキ五、雇主又ハ從
業者ニ異動アリタルトキ 
   第六條 慈善行商者ハ左ノ各號ヲ遵守スヘシ 
         一、行商中ハ許可證ヲ携帶スルコト 
         二、警察官吏又ハ購買者ヨリ許可證提示ノ要求アリタルトキハ拒マサルコト 
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         三、許可證ヲ他人ニ貸與セサルコト 
         四、不實ノ言動ヲ以テ購買ヲ求メサルコト 
   第七條 警察官吏又ハ慈善行商ノ情況ヲ尋問シ又ハ其ノ帳簿ヲ檢閲スルコトアルヘシ 
      第八條 第三條第一項第五條第六條ニ違反シタル者第四條ノ停止命令ニ從ハサル者及 
          第七條ノ尋問ニ答ヘス又ハ不實ノ申述ヲ爲シ若ハ檢閲ヲ拒ミタル者ハ拘留又 
          ハ科料ニ處ス 
   第九條 本則ニ規定シタル違反行爲ヲ教唆シ又ハ幇助シタル者ハ前條ニ照シ之ヲ罰ス 
       但シ情状ニ依リ其ノ刑ヲ免除スルコトヲ得 
         附 則 
    本則ハ大正八年四月一日ヨリ之ヲ施行ス 
 
(18) 廳令 紹介營業取締規則（大正八年五月二十二日 廳令第七十七號） 
     （大正8年5月 第108号56-58） 
   第一條 本令二於テ紹介業ト稱スルハ藝妓、娼妓、酌婦又ハ職工、徒弟、事務員、店
員、船舶乗組員、漁夫、僕婢、其ノ他ノ勞務者ノ紹介又ハ周旋ヲ爲ス營業ヲ
謂フ 
   第二條 紹介營業ヲ爲サムトスル者左ノ各號ヲ具シ所轄警察官署ノ許可ヲ受クヘシ第 
       二號又ハ第三號ノ事項ヲ變更セムトスルトキ亦同シ (後略) 
 
(19) 廳令 勞務者募集取締規則（大正八年五月二十二日 廳令第七十八號） 
     （大正8年5月 第108号58-60） 
   第一條 本令ニ於テ勞務者ト稱スルハ職工、徒弟、事務員、店員、船舶乗組員、鑛夫、 
       土工夫、漁夫其ノ他諸般ノ勞動ニ從事スル者ヲ謂フ 
   第二條 勞務者ヲ募集セムトスル者ハ左ノ事項ヲ具シ募集地所轄警察官署ノ許可ヲ受 
       クヘシ但シ其ノ方法新聞紙、雜誌、引札、張札等ヲ以テ廣告スルニ止マルモ 
       ノニシテ當該工場又ハ業務所内ニ於テノミ募集取扱ヲ爲ス場合ハ (後略) 
 
(20) 廳令 勞役者使用取締規則（大正八年五月二十二日 廳令第七十九號） 
     （大正8年5月 第108号60-61） 
   第一條 本令ニ於テ勞役者ト稱スルハ道路、鐡、灌漑溝其ノ他ノ土木工事及之ニ附隨 
       ノ雜役ニ從事スル勞務者ヲ謂フ 
   第二條 本令ハ勞役者ヲ収容スル爲寄宿舎ヲ設クルモノニ之ヲ適用ス 
   第三條 勞役者ヲ収容スル目的ヲ以テ寄宿舎ヲ設ケムトスルトキハ其ノ位置構造、収 
       容人員、使用期間及平面略圖ヲ具シ事業者又ハ管理人ヨリ所轄警察官署ニ届 
       出ツヘシ其ノ之ヲ變更セムルトスルトキ亦同シ 
       寄宿舎ハ所轄警察官署ノ檢査ヲ受クルニ非サレハ之ヲ使用スルコトヲ得ス 
   第四條 寄宿舎ノ構造ハ左ノ各號ニ依ルヘシ 
        一、居室ハ一人十八平方尺以上ノ割合トシ病傷者ト健康者ヲ區別又ル爲適  
          當ノ區劃ヲ設クルコト 
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        二、床張ヲ爲スコト 
        三、便所ハ炊事場及井戸ヨリ二間以上ノ距離ヲ保ツコト 
        四、換気採光二關シ適當ナル設備ヲ爲スコ卜  (後略) 
 
(21) 廳令 支廳長委任事項（大正八年八五月二十日 廳令第十二號） 
     （大正8年9月 第110号50-53） 
    支廳長委任事項左ノ通定ム 
     第一條 左ノ事項ハ支廳長二委任ス 
          一、事業生進退賞罰ノ事 
          二、支廳及戸長役場雇員以下進退賞罰ノ事 
（三～二十六、略） 
        二十七、行旅病人ノ人頭引取ノ通知ヲ受領シ引取ノ處分ヲ爲ス事 
        二十八、大正元年十月勅令第三十四號ニ依リ行旅病死人ノ屍體火葬許可ノ事 
        二十九、賑恤規則ニ依リ窮民救助ノ事 
         三十、三子出生及棄児養育料給與ノ事  （後略） 
 
(22) 法令 北海道廳令第八十六號 （大正10年11月 第123号1-13） 
    住宅組合法施行細則左ノ通定ム 
     大正十年九月十八日   北海道廳長官 宮尾舜治  (条文、略) 
 
4 窮民救済に関連する記事 





     種別 人員  金額           種別    人員    金額 
窮民救助 癈疾 34  552圓578   罹災救助 夫食貸付料  4,012  17,592圓000 
     老衰 72  964圓956        種穀貸付料  1,392  6,832圓000 
     疾病 48  452圓542        小屋掛貸付料  970   485圓000 
     幼弱 37  325圓814        農具貸付料   121  1,126圓000 
     計  191 2,295圓889        炊出米給與   ?   2,485圓551 
                        計          28,520圓551 










           種 別        人 員     金 額 
       農具種子を給したる者      117     1,593圓555 
       藥價を給したるもの       27      218圓820 
       癈疾不具老衰幼少者の救助    39      326圓068 
       授業料を給したるもの      66       72圓600 
            計          249     2,211圓043 
 行旅病人及行旅死亡人取扱法(明治三十二年法律第九十三號)により昨三十四年中取扱ひた 
るもの左の如し 
        種 別   人 員   金 額 
       行旅病人   208   19,478圓868 
       死亡人    149    2,786圓510 
 
(2) 雜録 凶作罹災民救濟状況 (大正3年3月 第77号74-78) 

































  (一) 罹災救助基金法に依る就業資料の給與 罹災者中種子を有せさる者に對しては罹災 
   救助基金法に依り總額十萬五千圓を支出し地方税戸數割年額五十五錢未滿を納むる者 
   にして収穫歩合三分作未滿の者約七千戸に對し一戸十圓以上十五圓迄の範圍を以て就 
   業資料を給與するの方針を採り既に各支廳長をして之か實施に當らしむることゝせり 
   而して最高十五圓とせしは道廳令の定むる最高限度なるのみならす種子の全部を給與 
   するの必要を認めさるに依るものとす 
（二）町村土木事業 罹災民中食糧を有せさる者に對しては罹災救助基金法に依り之か救 
   助の途なきにあらさるも之に依て給與するは徒に罹災民の依頼心を助長し將來に於け 
   る自營思想を薄弱ならしめ其悪弊を貽すの虞なきにあらす故に可成他に適當の方法を 
   講するの要を認めたる結果之に代へ相當の生業を授け以て勞銀を得せしむるを得策な 
   りと信し道路に於ける砂利敷均しの如きは最も簡易にして何人と雖從事し得るのみな 
   らす本道現下の状況に徴すれは道路は概して不完全たるかを免れさるを以て之か改良 
   工事を行はしむるを最良の方法なりと認め之か融資に關し政府に交捗し幸ひ今回國庫 
   より低利を以て救濟救資金七十四萬圓の融資を受くることに決定したるを以て之を地 
   方費に於て借入れ内六十九萬圓を以て町村をして右の趣旨に依り道路改良工事を施行 
   せしめ之に對し其工費の一半は地方費より補助し他の半は低利を以て町村に貸付せし 
   むることゝとし地方費起債の手續中にあり 
 （三）藻細工奨励 國庫より融資せらるへき救濟資金七十四萬圓の内六十九萬圓は道路改 
   良工事に充當する豫定にして殘餘五萬圓を以て藁細工原料供給の地方費補助費に充て 
   んとするの豫定なり仰も本道の冬期に府縣と共趣を異にし共期間殆と一箇年の半に達 
   し其間農民民は空しく座食せしめさるへからさる状況にして經濟済上甚た不利益なる 
   のみならす風教上に於ても甚た遺憾の點あり然るに本道稲作は年々産額著しく增加し 
   之より生する藁は從來概して一般に利用せられさるの状態なるか故に宜しく此の藁を 
   利用せしめ藁細工の奬勵を爲は單に農家經濟上の得策なるのみならす又以て勸儉の思 
   想を向上せしめ風教の改善に椑益する所尠からさるものと信するを以て此の際藁細工 
   を奬勵し併て凶作罹災民中土木事業に從事せしめ雖き者を之に從事せしめ以て救助の 
   一助となさんとするにあり （後略） 
  この他に「救濟の方法」として「(四)國費及地方費土木事業」「(五)恩賜財團濟生會施療」 
 「(六)北海道拓殖銀行に於ける資金貸出」「(七)學用品の給與」「(八)軍人家、遺族の援護」 
 「(九)薪炭の製造及販路」「(十)汽車汽船の運賃減免」「(十一)漁場出稼の紹介」「(十二)町村  




(3) 雜録 救濟御下賜金配當 （大正3年5月 第78号73） 
 客年本道凶作之趣被聞食御救恤として 天皇皇后兩陛下より金貳萬圓御下賜相成救濟の資
に充つへき旨の御沙汰を奉し三月十三日罹災民へ頒賜方各支廳へ通達したり其額左の如し 
 札幌1,828円 函館570円 檜山992円  後志1,362円 空知4,644円 上川3,332円 
 増毛774円  網走914円 室蘭1,410円 浦河1,190円 河西2,712円  釧路272円 
 




 之を市庁別に示せは左の如し  (表略) 
 次に東北九州災害救濟會より寄贈を受けたる金品の配布は現金第一回に其他物品は第五回
迄配布終了したり左の如し  (表略) 
 












  一、工賃は一日十五錢乃至二十錢なれは相當なり 
  ニ、往復の運賃は從業者に於て負擔すること 
  三、本廳は仲介の勞を採り細民の副業として獎勵するにより其原料代の支拂は爲さゝる 
    も原料の受渡發送等に就き斡旋監督すへきこと  (後略) 
 










(7) 鉱業及鑛業 凶作地窮民授産 藁細工事業報告(上) （大正4年1月 第82号47-55） 
          本篇は大正三年十月北海道農會の報告に係るものとす 










 北海道廳指令第七三七號                     北海道農會 
  大正三年二月一日付申請凶作地二於ケル藁細工獎勵事業ニ要スル費用補助ノ件許可シ 
  金五萬參千圓ヲ交付ス 
   但シ左ノ條件ヲ遵守スヘシ 
    大正三年二月四日              北海道廳長官 中村純九郎 
記 
   一、補助金ハ左ノ支途コ充ツヘシ 
      金五萬參千圓 
       藁細工ニ要スル原料藁購入及其配送ニ關スル費用 
   二、本事業ニ關スル經費ノ決算及會務ノ状況報告ハ別ニ之ヲ詳細ニ記述シ 
    大正三年九月末日迄ニ報告スヘシ 









(8) 鉱業及鑛業 凶作地窮民授産 藁細工事業報告(中) （大正4年3月 第83号30-55） 
          本篇は大正三年十月北海道農會の報告に係るものとす 
 「第五 本事業の生産成績」、「第六 販売状況」、「第七 本事業の效果」について論述し、「第






(9) 鉱業及鑛業 凶作地窮民授産 藁細工事業報告(下) （大正4年5月 第84号32-35） 
          本篇は大正三年十月北海道農會の報告に係るものとす 
  「第八 藁細工事業の將來の囑望」、「第九 藁細工獎勵事業經費収支調書」あり。 
 










  ため恩賜の慈恵資金及大禮恩賜賑恤資金より生する收入を以て補助金を交附助成し來り 
  しか本年度に於ても函館慈恵院外十四團體に對し之を補助せり其金額三千六百二十圓に 
  して前年度に比し三百四十圓を增加せり補助額は事業の種類經營種の難易土地の状況成 
  績資産の程度等を斟酌し最高四百八十圓最低百二十圓を下附せり 
（二）代用感化院経費補助 大正六年四月一日代用感化院に指定せる函館訓育院に對し經費 
  補助及命令に依る入院生の定員を增加するの必要を認め前年經費補助九百圓を千四百圓 
  に院生定員九名を十四名に增加せり 
（三）行旅病者死亡人取扱及精神病者監護状況 本年度中に於て取扱たる行旅病人死亡人の 
  救護取扱人員個人辨償額區町村費繰替額等は報告書取纒め中にして未た計數的に之を表 
  示することを得さるも大體に於て救護人員は著しき增減なきものゝ如きも物價騰貴の影 
  響を蒙り救護に要したる費用は其制限額を超過するもの頗る多く多額の救護費を要する 
  見込な □カツジ、ケツラク 
   精神病者監護の状況に付いても亦同し前述の如く物價騰貴の影響を受け制限外支出を 
  要するもの多きを以て本年十月訓令第九十六號及十一月訓令第百二號を以て取扱手續を 
  改正し當分の内經費を其單價に依り五割乃至十割を增額せり 
（四）恩賜財團濟生會救療の状況 済生會は恩賜に基つく救濟團體にして貧困の爲自費治療 
  の途を有せさる者に對し施療を爲すことを目的とし特に同會の委託に依り地方廳に於て 
  之か救護事業を行ふものなり而して本年度に於ける效療費豫算は一萬二百九十二圓にし 
  て之を各支廳區に配付し救護を實施せしめつゝあり救療状況は報告書取纒中にして未た 
  計數的に之を表示するを得さるも物價騰貴の影響を蒙り制限額を超過するもの多く經費 
  の增高を來しつゝあるを以て本年十月二十八日告示第六百五十九號を以て當分の内藥價 
  は十割其他の費額は五割を增したる額を超過せさる範圍の增額に改正したり 
（五）罹災救助の状況 本年に於ける管内の災害は六月二日枝幸郡頓別村に於ける火災及十 
  月一日小樽郡高島村に於ける火災竝九月下旬（自九月廿二日至九月廿五日）に於ける暴 
  風雨の被害を主なるものとす暴風雨は被害全道に至りたるも就中激甚を極めたるは河西、 
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  網走兩支廳管内にして死者四名行衞不明者一名流失家屋二百四十三戸全潰家屋四十二戸 
  半潰家屋七十二戸に及ひ前記火災及水害に於ては公費を以て炊出救助をなせる費額千四 
  百十九圓尚未拂に屬するもの約一千圓其他小屋掛費及就業費に於て約一千一百圓を要す 
  る見込なり右水害の趣畏くも 天聽に達し御救恤金五百圓を下賜せられたるに依り精密 
  調査を遂け被害の程度に從ひ夫々之を頒賜したり 
（六）舊土人保護に関する施設 昨年度に於て舊土人保護に關し地方教育勧業及衞生の各課 
  に係員を置き土地給與制度及ひ救濟方法の改善竝行政上の施設に付き調査しその實行方 
  法として先つ治療機關を設くる必要を認め之か計畫を樹立し前年度に於て土人病院一箇 
  所を沙流郡平取村に建設することゝなり當初建築費は二千五百圓の豫定なりしも諸材料 
  騰貴の結果五千四百除圓を要することゝなり之か不足額の寄附及ひ敷地等の關係上未た 
  着手するに至らさるも之か請負契約を了したるを以て竣功近きにあるへし 
  其他救療事業に於ては米價騰貴の影響を受け一千二百八十四圓の救助費は既に支出し終 
  りたる状況にして前記の病院建設と共に經理頗る困難の實況にあり 
（七）民力涵養講演會 本年三月内務大臣より發せられたる訓令の趣旨を承て之か普及徹底 
  を期せんかため八月九日札幌區に於て官民有志者の會同を求め民力涵養實行事項に關す 
  る協議會を開き之か實行に關する大體方針を定め八月十四日告諭第五號を以て民力涵養 
  に關する告諭を發し一面八月十四日より同二十六日に至る間に於て札幌外八箇所に於て 
  本廳主催の民力涵養講演會を開催せり講師は内務省派遣の國府犀東福本日南兩氏及ひ北 
  海道帝國大學教授森本厚吉氏にして之か講演會に參會したる人員實に六千九百三十一人 




  勢に照らし最も必要のことたるを以て前年来公設市場設置獎勵に努めたる結果札幌、室 
  蘭、小樽、函館、旭川の各區に於て之か設置を見るに至れり開始後日尚殘く多少遺憾の 
  點なきにあらさるも大體に於て相當の成績を擧けつゝあり 
（九）住宅不足緩和策 住宅不足の緩和を計らんか爲大蔵省預金部資金より十八萬四千圓を 
  簡易生命保險積立金より十五萬四千圓を借入れ札幌、小結、函館、室蘭の各區瀧川、由 
  仁、北龍、上富良野の四箇町村に於て住宅を建設し尚地方費に於ても住宅不足の緩和を 
  計り併せて地方費吏員職員の住宅に供する爲め大正九年度に於て低利資金より五十四萬 
  圓を借入し各區其他主要の町村に渉り住宅約三百戸を建設するの見込を以て大正九年度 
  豫算に計上し通常道會の決議を經たるを以て目下之か建設着手の準備中にあり 










 (1) 史傅 吉田三郎右衛門傅 北海道松前郡福山の人 海産商 




















る其宜しきを得たる感のと云ふへきなり  (後略) 
 





















たり左の如し  (後略) 
        






















(1) 法令 北海道廳告示第六百七十二號 （明治36年17月 第12号11-15） 
   本年通常道會ニ於テ決議セル明治三十六年度北海道地方費歳入歳出豫算他六件要領左 
   ノ如シ 
    明治三十五年十一月二十三日         北海道廳長官 男爵 園田安賢 
 
 「歳入」の「歳出」の「經常部」に「第六款 救育費 金壹萬千七百八七圓」、「明治三十六年
度北海道慈恵救濟資金歳入歳出豫算書 歳入部 第一款 慈恵救濟資金 金四百拾四圓七錢
七厘 第一項 財産収入 金參百八拾圓  第二項 繰越金 金參拾參圓七錢七厘   


































(5）商業 本道質屋貸金 （明治41年11月 第45号68-69） 
 昨四十年末現在本道質屋數四百一戸、同年貸出數二十一万二千二百余点、貸金五十一万二
千余円にして其状況を支廳及區役所別に示せば左の如し  (表略) 
 「表」によれば、店数で最多は凾館區の 74、次いで空知の 60、流高で最多は小樽區の 52,009
円、ついで凾館區の 37,996 円としている。 
 





















(7) 雜録 四十四年度地方費豫算 （明治44年1月 第58号152-160） (略) 
 「歳入」の「臨時部」に「第二款 國庫補助金 第四項 感化院費補助金 金五百七圓」があ
り、「歳出」の「經常部」の「第六款 救育費 金三萬四千六百八十圓」、「第十九款 感化院
費 金三千四十三圓」、「臨時部」の「第十四款 慈恵救濟資金繰入 金七百圓」、「第十五款 罹
災救助基金繰入 金三萬七千三百十四圓」がある。 
 「明治四十四年度北海道罹災救助基金歳入歳出豫算」として、「歳入部 第一款 罹災救助基
金 金六萬九千九百九十二圓 第一項 益金 金二萬二千五百七十八圓  第二項 地方税
積立金 金二萬圓  第三項 國庫補助金 金一萬圓 第四項 地方費編入金 金一萬七千
三百十四圓  第五項 繰越金 金百圓」「歳出部 第一款 罹災救助基金 金六萬九千九百
九十二圓 第一項 救助費 金一萬三千圓  第二項 基金積立金 金五萬六千九百九十二
圓」がある。 
 「明治四十四年度北海道慈恵救濟資金歳入歳出豫算」として、「歳入部 第一款 慈恵救濟資
金 金千二百十二圓 第一項 基本収入 金四百九十二圓  第二項 地方費繰入 金七百
圓  第三項 繰越金 金二十圓」「歳出部 第一款 慈恵救濟資金 金千二百十二圓 第一
項 慈恵救濟費 金七百五十圓  第二項 資金積立 金四百六十二圓」の記載がある。 
 
(8) 雜録 四十一年度地方費決算 （明治44年1月 第58号160-168） 
 明治四十一年度北海道地方費歳入歳出決算要領左の如し  (略) 
 











 (一) 事業協議會 毎年春秋二回とし春は札幌に秋に便宜の地に順次之を開き事務報告、 
   懇話、視察察等をなすものとす 
 (二) 慈善講演會 講師に斯道の名士を招聘す 
 (三) 會報発行 毎年一月七月の二回とし各團體の成績現況及經營者の意見、會員の消息、 
   顧問の時言等を収録す 
 (四) 相互慶弔 正會員中吉凶事故あるときに相當の方法を以て慶弔の意を表す（別に規程 
   を以て之を定む） 
 (五) 善行表彰 慈善事業の爲に永年勤效あるもの、善行、篤志者若くは本會に功勞ある人 
   を表彰し且是等の故人を追悼す（別に規程を以て之を定む） 
 (六) 臨時事項 以上の外必要と認めたる事項ある時は會員五名以上の協議により幹事に 
   請求して幹事會を開き幹事會は會長に圖りて之を決行す 
 會員 特別會員正會員の二種あり前者は慈善事業に關係深き有志者にして任意の寄附とし 
    金額を指定せす後者は本道内にありて現に慈善事業に從事するものにして會費とし 
    て一箇年金壹圓を納付するものとす 
 役員 會長副會長各一名學識德望の士を推戴す、幹事若千名正會員中の一團體より其實務 
    者一名宛を擧け更に幹事中より専務幹事二名を互選す但無報酬とす 
    正副會長幹事に就ては任期を設けす異動の場合之を補欫し専務幹事の任期は一箇年 
    とす 
    會 長  北海道廳内務部長  堀内 秀太耶 
    副會長  北海道廳理事官   縣 忍 
    専務幹事 北海道廳屬      内堀 賴太耶 
    同 上  廳立感化院主事   小池 九一 
    同 上  小樽育成院長    輿水 伊代吉 
    幹 事  小樽慈恵病院理事長 河野 正治 
    同 上  小樽盲啞學校長   小林 運平 
    幹 事  函館慈恵院理事長  寺井 四郎兵衞 
    同 上  函館無料宿泊所長  仲山 與七 
    同 上  函館同仁會幹事   並河 健平 
    同 上  北海道授産場主任  岩城 静政 
    同 上  遠友夜學校主幹   有島 武郎 
    同 上  札幌育児園主事   勝野 智恵藏 
    同 上  北星園主事     山田 範三郎 
    同 上  寺永慈恵院長    寺永 法專 
 大正三年三月七日現在の感化及慈善救濟團體左の如し (略) 
道内 23 箇所の「救済所」が記載されている。 
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(10) 雜録 慈恵救濟金御下賜 （大正3年7月 第79号54-55） 
 今般 御大喪に際し慈恵救濟の資を補はしむるの 思召を以て五月二十四日内帑の金六十
萬圓を各地方に頒賜あらせられ北海道に一萬三千七百圓を下賜相成りたり 
 


























  耋ヲ存シ耄ヲ問フハ人ニ孝ヲ教フル所以ナリ恵ヲ敷キ恩ヲ垂ルヽハ民ノ乏キヲ濟フヨリ 
  先ナルハナシ茲ニ登極ノ初ニ當リ祖宗ノ遺範ヲ紹述シテ養老賑恤ノ典ヲ行フ其レ有司ニ 
  諭シテ朕カ意ヲ宣布セシメヨ 
 右に付内務大臣より地方長官に左の訓令あり 
  今般 
  大禮際シ特ニ賑恤ノ用ニ充テシムル 思召チ以テ内帑ノ資ヲ下賜セラル聖恩優渥洵ニ感 
  激ノ至ニ禁ヘス地方當局者ハ宜シク深ク 御趣旨ノ存スル所ヲ奉體シ益其責任ヲ重ンシ 
  一層淬礪ノ誠ヲ致スヘキハ勿論御賜金ノ監理運用ニ關シテハ最モ愼重ニ之ヲ取扱ヒ長ナ 




  百歳以上の者   三組木杯一組酒肴料金一圓五十錢 
  九十歳以上の者  木杯一箇酒料金一圓 
  八十歳以上の者  木杯一箇酒料金五十錢 
 本道の高齢者は八十歳四千七百七十二人、九十歳以上三百三十八人、百歳以上十七人にし  
 て其所管別左の如し (表略) 
 以上最も多きは空知の八百四人を第一とし上川の五百八十九人函館の五百四十四之に次き  
 最少きを根室の四十二とす 
 
(15) 詠歌 （大正5年1月 第88号口絵裏面） 
  函館育児院の児童と別るとて    時任爲基 
   生ひたちしその撫子の行末をかへ寿返すもいのる今日かな 
 











校農場あり  (後略) 
 
(17) 大正四年に於ける地方行政成績と時局の影響  内務部長 橋本正治  
























(18) 本道勸業行政の成績と時局の影響(上) 内務部長 橋本正治 (大正5年3月 第89号2-8) 
 「大正四年に於ける本道勸業行政の成績と時局の影響とに就て左に少し概説する所あるへし」
とし「勸業諮問會」「産業諸會」「農業概観觀」「畜産業活躍」についての論述がある。 







(19) 雜録 慈善團體補助交付 (大正5年5月 第90号63) 
 本廳は三月十三日各慈善團體に對し内務省助成金及道廳地方費補助金を交付したり左の如し 
   内務省助成金 八百五十圓 
    小樽育成院 二三〇圓   函館慈恵院 二二〇圓   小樽慈恵病院 一六〇圓 
    小樽盲啞學校 五〇圓   遠友夜學校  七〇圓   函館訓育院  一二〇圓 
   道廳補助金 二千二百五十圓 
    函館慈恵院  二四〇圓  小樽育成院 二〇〇圓   北星園 一二〇圓 
    札幌育児院  一〇〇圓  トラピスト修道院附屬學園 一〇〇圓  
    聖保禄女學校 一〇〇圓 小樽慈恵病院 二二○圓  函館無料宿泊所 一二〇圓 
    小樽盲啞學校 一六〇圓 函教盲啞學校 一二〇圓  遠友夜學校   一〇〇圓 
    函館助成會  一六〇圓 寺永慈恵院  一四〇圓  北海道授産場  一四〇圓 
    十勝自營會  一〇〇圓  函館訓育院 一三〇圓 
 










  救済要義（二時間）              内務省嘱託  生江孝之 
  育児事業及保育事業（八時間）              同 
  感化事業（六時間）            東京家庭學校長  留岡幸助 
  救濟事業經營ニ關スル注意（三時間）      内務省囑託  相田良雄 
  異常児（四時間） 東京帝國大學醫科大學助教授  醫学博士  三宅鑛一 
  救療事業（三時間） 日本赤十字社北海道支部病院長 醫学士  土井保一 
  児童衛生（四時間）        北海道廰警察醫 醫学士 木村眞之助 
  低能性児童ニ對スル注意（三時間）    札幌師範學校教諭  川村文子 
 遊戯運動（四時間）                   同 
 科外講演（四時同） 
  救済事業經營ニ對スル希望 
  救済事業ニ對スル所感 
  北海道ニ於ケル救済事業 
 實驗談（三時間） 
  廳立感化院ノ現況               北海道廳立感化院長 小池九一 
  樺太ニ於ケル救濟事業及精神病者ノ心理状態 財團法人樺太慈恵院書記  山上武一郎 
  盲啞教育ニ就テ                 私立函館盲啞院長 篠崎清次 
  北海道慈善協會設立ノ趣旨及今後ノ方針       北海道廳理事官 小柳牧衞 
  感恩講設立ノ趣旨         秋田市感恩講児童保育院院長心得 須田秀夫 
 視察個所（九箇所） 
  廳立感化院 札幌郡藻岩村 
札幌監獄 札幌郡札幌村苗穂村 
  北海道授産場 札幌區苗穂町御料地 
大日本麥酒株式會社札幌支店 札幌區北三條東四丁目 
  帝國製麻株式會社札幌支店 同區北八條東一丁目 
  私立遠友夜學校 區南四條東四丁目 
  財團法人小樽慈恵病院 小樽區住ノ江町三丁目 
  財團法人小樽盲啞學校  同區奥澤町二丁目 
  財團法人小樽育成院 同區奥澤町五丁目 
 





















總額九百二十五圓餘に達せり又四十三年製繩及藁打機械を購入して巡次使用せしめ (後略)  
 





 第一回尚老會は大正四年十一月十日山部小學校に於で開會したるか  
(中略)  
  會則左の如し 
 第一 大正四年十一月十日御大典に際し 兩陛下より養老の思召を以て八十歳以上の高齡 
    者に天盃並に酒肴料御下賜なりたるを永久に記念せんか爲め山部村尚老會を組織し 
    其會務は便宜戸長役場に於て取扱ふものとす 
 第二 尚老會に毎年十一月十日を以て開催し 聖恩の辱なきを感得せしむると同時に子孫 
    をして聖上の御仁慈を偲はしめ併せて高齡者を尊崇敬愛するの觀念を涵養せしむる 
    を以て目的とす 
 第三 前項の目的を達せんか爲め毎會左の事項を執行す 
    一、本村内現住の八十歳以上の高齡者を招待すること 
    二、宗教家教育家實業家其他有志者青年會員の參列を求め各其立場に應し講話を乞 
      ふこと 
    三、學校兄童をして講話を爲さしむること 
    四、集合の高齡者に馳走すること 
      但馳走は小學校児童の調理物たること 
    五、集合の高齡者に男子へは黒紋付の羽織、婦人へは同袷一枚つゝを贈呈すること 
    六、高齡者の撮影を爲すこと 












(25) 大正六年の警察 (大正7年1月 第100号8-19) 
            (一、警務に關する事項、一、保安に關する事項、略) 
 一、衞生に關する件 
    衞生事務短期講習 保健及防疫の實を擧けんと欲せは之か指導の任に當る區町村當 
   局者に智識を普及せさるへからさるを以て大正六年に於ては後志國余市町、北見國宗 
   谷、渚滑、武華の三箇村、日高國門別、三石、浦河町の二箇村一町、渡島國函館區、 
   石狩國手稲、下富良野二箇村、計十箇町村に於て衞生事務講習會を開催せり 
    小児展覧會 哺育衞生の改良と發達を期する爲め本年は各地に小児展覧會の開催を 
   奬勵せる結果岩内、岩見澤、幾春別、旭川、登川、名寄、士別、函館、倶知安、下富 
   良野、帶廣、野付牛、網走の十三箇所に之か開催を見哺育衞生上稗益する所尠少なら 
   さるを認む 
    衞生展覧會 一般民衆の衞生思想の向上を圖る捷徑として數年前より衞生展覧會の 
   開催を企圖し其成績佳良なるを認め各地競ふて之か開催に努め本年は第四回北海道衞 
   生展覧會を函館區に開催せるの外岩内、幾春別、深川、野付牛、帯廣、下富良野、士 
   別の七箇所に之を開き其貢献する所鮮からさりき (傅染病の豫防、保健調査、略) 
                一、工場課主管事項 
 一、工場法施行に關する概況 
   大正五年は僅に九月より施行せられしものなれは事實上全く法律施行の準備時期にし  
  て或は講演會或は臨検等の場合に法の説明を爲す等専ら其周知方法に終りしか昨年に於 
  ける工場法施行の成績は概して良好なり、就業時間、休憩時間、休日の配置又は年齢の 
  制限等に付でも時に違反行爲なきに非すと雖大體に於て遵守せられ居るものと認めらる、 
  又工業主の管理する職工の貯金に付ては認可を要することゝ爲りしため施行當時に於て 
  は種々弊害の聲を聞きしも却で昨今は貯金は法律の保障の下に強固を加へたる觀なきに 
  あらす扶助に付ては法律施行の爲め工業主は當初非常なる苦痛の感念を有せし模様たり 
  しか昨年中に於ては此か爲め大問題を惹起せしことなく却で各自定むる扶助規則の金額 
  よりも多額を給與するか如き状態にして大體に於て良好な今と云ふを得るも此點に付て 
  は工場法の規定中其徹底的理解最尠きものと認む而して昨年一月より十月まで工業主の 
  給與に係る扶助金額は左の如し  (後略) 
 







  北星育児園  函館恵育児院 聖保禄女學校 小樽育成院 小樽慈恵病院 函館訓育院 
  小樽盲啞學校 函教盲啞學校 遠友夜學校 
 又救濟事業に功績尠からさるの故を以て功績状を授與せられたるものに寺井四郎兵衞氏  
あり 
 


















 第一條 開道五十年を記念し地方自治の改善振興を圖る爲自治展覽會を開設す 
 第二條 展覽會場は札幌區立女子職業學校内として會期は大正七年八月十四日より同月二 
     十七日迄の十四日間とす 
 第三條 本會に左の役員を置く 
      會長 一名  總務 一名  事務委員長 一名  事務委員 若干名 
      審査委員長 一名  審査委員 若千名 
     會長は北海道自治協會長之に當り總務其の他の役員は會長之を嘱託す 
 第四條 會長は本會を總理す 
     總務は會長を補佐し會長事故あるとき之を代理す 
     各委員長及委員は會長の命を承け事務委員は庶務を分掌し審査委員は専ら出陳物 
     の審査に従事す 
 第五條 出陳物の種類左の如し 
  第一部 自治一班 
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   第一類 區町村の状勢  第二類 區町村の事績  第三類 地方改良 
  第二部 事務  
   第一類 執務方法の改善に關するもの  第二類 事務の改善に關するもの 
   第三類 文書の収發及編纂保存に關するもの  第四類 統計調査方法に關するもの 
   第五類 豫算決算に關するもの  第六類 税制及課税調査方法に關するもの 
   第七類 納税督勵及滞納矯方法に關するもの  第八類 基本財産及積立金穀の造成並 
   管理に關するもの  第九類 吏員の養成、奬勵に關するもの 
  第三部 事業 
   第一類 教化事業施設經營の状況  第二類 慈恵救濟事業經營の状況 
   第三類 衞生施設の状況  第四類 土本事業施設經營の状況 
   第五類 勸業施設の状況  第六類 其の他の公共事業 
  第四部 各種團體 
   第一類 地方自治に關するもの  第二類 民育風教に關するもの  
   第三類 火防衛生に關するもの  第四類 慈恵救濟に關するもの  
    第五類 殖産興業に關するもの 
  第五部 參考品  (後略) 
                  
出陳規則 
 第一條 出陳の種類及細目概ね左の如し 
  第一部 自治一班 
   第一類 區町村の状勢 
    解説（區匹町村、部落及支廳（支廳に在りては其の廳又は管内を一體として見るこ 
    と以下の部類に付ても總て之に準す）の過去、現在、將來等に付各般の状勢を示す 
    に足る可きものならは、其種目を限らす、又出陳に適當したるものならは、圖書、 
    解説、記述、編著、實物、何れなりとも妨なし、尚其の種目を例示すれは左の如し） 
                   (中略) 
   第三類 地方改良 
    解説（地方の改良、自治の開發上各般の施設及事績に關する各種の事物を指稱した 
    るものにして二三の事例を擧くれは左の如し） 
     1 地方改良上の功勞者及其の事績 
     2 郷村の篤志善行者及其の美績 
     3 自治思想普及向上に關する施設及事例 
     4 地方の經營改良の施設及事例  
     5 教化民育上の施設及事績 
     6 慈恵救濟の事績  
     7 勤儉、貯蓄に關する施設及事績  
     8 小學校、青年會、戸主會、主婦會、在郷軍人分會等を中心とする地方改良事績 
     9 崇神、信佛に依る地方改良事績  
     10 公共心、共同心、隣保緝睦に關する事績 (中略) 
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  第三部 事業 
   第一類 教化事業施設經營の状況 
     1 教化施設の事績一班 
     2 學校の經營状況 
       小學校、女子職業學校、實科高等女學校、幼稚園の類 
     3 補習教育の施設 
       實業補習學校、徒弟學校、夜學校、講習会の類、壮丁豫備教育、裁縫學校、 
       處女教育の類 
     4 各種私立學校の經營事績 
     5 圖書館の施設經營  
       各種圖書館、巡同文庫、農業文庫の類 
     6 特殊教育 
       盲啞學校、按摩學校、貧民學校の類 
   第二類 慈恵救濟事業經營の状況 
     1 公私感化事業 
     2 公私救濟事業 
       出獄人保護、授産場、貧民救助、職業紹介、無料宿泊、行旅病人及精神病者
救護、勞動者救護、養老救護の類 
     3 各種罹災救助施設及事績 
       火災、海難、水難、凶作等の救助、備荒倉庫生業扶助事業の類 
     4 育児及幼児保育事業 
     5 慈恵賑恤事業 
     6 救療施藥事業 
     7 舊土人保護事業 
(中略) 
  第四部 各種團體 
   解説（各種の主要なる公共的團體中特に地方の改良發達に貢獻しつつあるものに付其 
   の經營施設の状況及事績を紹介するに足る資料を出陳すること） 
(中略) 
    第四類 慈恵救濟に關するもの  (後略) 
 
(28) 訓令 北海道廳訓令第三十六號 (大正7年5月 第102号65） 
















例アルヲ聞クハ實ニ遺憾トスル所ナルヲ以テ  (後略)  
 
(29) 訓示及訓諭 支廳長區長會議に於ける長官の訓示 



































(31) 大正七年の本道教育 内務部長 尾崎勇次郎 (大正8年1月 第106号20-26） 






 博覧會 開道五十年記念北海道博覽會は其の規模宏大にして過去半世紀に於ける本道拓殖  
の進歩發達の情況を展示せられたるものにして教育上に於ても振興改善の資益を得たる事尠
しとせす其の教育に關する出品物は初等、中等、専門、通俗教育、教化、救濟、學藝等の全
般に亘りて其の數九百點の多きに上り  (後略) 
 
(32) 訓示及告諭 食米節約に關する告諭 (大正八年三月二日 北海道廳告諭第二號) 















リト謂ハサルヘカラス  (後略) 
 

























貧者儉にして猶餘ありて奢偧亨樂の風は上下相戒め質素簡易の生活を尚ひ  (後略) 
 
(35) 雜録 帝國水難救濟會北海道支部の近況 （大正8年9月 第110号57-61） (略) 
  「救濟の發達」「北海道支部沿革」「救難所發達の梗概」などの解説あり。 
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   168 
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   364 
    361 
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    168 
    892 
  19割.0 
  11割.0 
  20割.0 


































と云ふ可し  (後略) 
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   168 
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   364 
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    157 
    800 
  15割.0 
  10割.0 
  19割.0 
  13割.7 




  364 
  287 
 2割.05 
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  3割.60 
  892 
  523 
  7割.05 
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   米穀類  味噌醤油類   青物類   薪炭類   肉類 
  9 月 
 10 月 
 11 月 
 12 月 






 1,371.圓 31 
 1,748.圓 86 
 1,381.圓 41 
  404.圓 52 
 4,906.圓 10 
 1,169.圓 01 
 2,032.圓 93 
 1,467.圓 13 
 2,644.圓 01 
 7,313.圓 08 
 303.圓 24 




 2,509.圓 87 
3,702.圓 61 
2,705.圓 18 
 3,200.圓 09 


















(38) 農業 北海道に於ける賣買地價小作料及勞働賃金に關する調査 
     （大正10年7月 第121号27-35） 
 自明治四十三年至大正九年十一年間の本道に於ける賣買地價小作料並に勞働賃金に就て調
査したる梗概左の如し  (略) 
 
(39) 農業 北海道農業移民概況(中) （大正10年7月 第122号27-35） 









   鮮魚  鹽干魚 佃煮、罐詰、豆腐、砂糖 
  9 月 
 10 月 
 11 月 
 12 月 
  計 
 1,891.圓 56 
 3,079.圓 97 
 1,622.圓 47 
 3,492.圓 08 
 10,086.圓 08 
  1829.圓82 
 3,680.圓 40 
 2,769.圓 06 
 5,046.圓 66 
 13,325.圓 94 
      1,927.圓 47 
      5,087.圓 78 
      3,494.圓 38 
      9,208.圓 69 
      19,718.圓 32 
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 第一條 本會ハ北海道社會事業協會卜稱シ事務所ヲ北海道廳社會課内ニ置ク 
     本會ハ必要ニ應シ道内各地ニ支部ヲ置クコトアルヘシ但シ支部ノ組織其他ノ事項 
     ハ役員會ノ議決ヲ經會長之チ定ム 
 第二條 本會ハ北海道内ニ於ケル社會事業相互並ニ社會事業ト一般社会トノ聯絡ヲ圖リ且 
     其健全ナル發達ヲ期スルヲ以テ目的トス 
 第三條 本會ニ於テ行フ事業概目左ノ如シ 
      一、社會教化ノ運動ニ努ムルコト 
      二、毎年數回懇話會ヲ開催スルコト 
      三、講演會及講習會ヲ開催スルコト 
      四、社會事業ヲ指導誘掖シ且其ノ經營方法ヲ幇助スルコト 
      五、社會事業ニ關スル行政ヲ翼賛スルコト 
      六、會報ヲ發行スルコト 
      七、社會事業ニ關スル功勞者ノ表彰ヲ行フコト 
      八、社會事業ニ關スル諸團體相互並ニ篤志家トノ聯絡ヲ圖ルコト 
      九、會員中吉凶アルトキハ慶弔ヲ行フコト 
      十、其ノ他必要ト認メタル事項 
 第四條 本會ハ毎年一同總會ヲ開催シ事業及會計ニ關スル報告ヲ爲シ其ノ他必要ナル事項 
     ヲ決議ス 
 第五條 本會ノ會員ヲ分チテ名譽會員協賛會員及正會員ノ三種トス 
     名譽會員ハ特ニ本會ニ功勞アルモノ又學識徳望アル者ノ中ニ就キ會長之ヲ推薦ス 
     協賛會員ハ本會ノ事業ヲ援助スル者ノ中ニ就キ會長之ヲ推薦ス 
     正會員ハ北海道内ニ於テ社會事業ニ從事スル者又ハ其他ノ有志者ニシテ本會ノ事 
     業ニ賛成シ入會シタル者 
     正會員ノ會費ハ一箇年金貳圓 
 第六條 本會ニ左ノ役員ヲ置ク 
     會長 一名  副會長 一名  評議員 若干名  幹事 五名 
 第七條 本會ハ北海道廳長官ヲ總裁ニ推戴ス 
 第八條 會長副會長及評議員ハ總會ニ於テ之ヲ選擧シ其ノ任期ハ各三箇年トス但シ再選ヲ 
     妨ケス 
     幹事ハ正會員中ヨリ會長之ヲ選任フ 
 第九條 會長ハ會務ヲ總理シ本會ヲ代表ス 
     副會長ハ會長ヲ補佐シ會長事故アルトキハ之ヲ代理ス 
  
-50 -
     評議員ハ評議員會ニ於テ會長ノ諮問ニ應シ且豫算決算其他重要ナル事項ヲ決議ス 
     幹事ハ會長ノ命ヲ受ケ事務ニ從事ス 
 策十條 評議員會ハ必要ニ應シ會長之ヲ召集ス 
     場合ニ依リテハ會議ニ代フルニ書面ヲ以テ表決ヲ爲スコトヲ得 
     評議員會ノ議長ハ會長之ニ當リ議事ハ出席員ノ過半數数ヲ以テ快ス可否同數ナル 
     トキハ議長ノ決スル所ニ依ル 
第十一條 本會ノ經費ハ左ノ収入ヲ以テ之ニ充ツ 
      一、會費  二、補助及寄附金品  三、其ノ他ノ収入 
第十二條 本會ノ會計年度ハ毎年四月一日ニ始リ翌三月三十一日ニ終ル 
第十三條 本會則ノ施行ニ必要ナル細則ハ評議員會ノ決議ヲ經テ會長之ヲ定ム 
第十四條 本會則ハ評議員會ニ於テ出席三分ノ二以上ノ同意ヲ得ルニアラサレバ之ヲ變更ス  
     ルトヲ得ス 
 
7 口絵  
(1) 北海道廳立感化院の全景、院生らによる道路の鑿削作業、院生の教育の風景 








 第二圖は明治四十四年 皇太子殿下本道行啓の際記念として院の附近の道路を開鑿し今將 
に大樹の根株を除かんとしつゝある所なり。第三圖は院生に教育を施しつゝある所なり 
                                 (雜録欄記事參照) 
(2) 天使病院の全景 

















 圖は本年三月第四回を開きたるときの光景なり    （本號雜録欄青年會漑況參看） 
 
(4) 廳立感化院の助成會  
















 圖は生徒耕耘實習の先景なり （前號農業爛參看） 
 

























(8) 廳立北海道感化院第七回院生授賞式 (大正5年7月 第91号) 
 式は毎年四月三日の神紳武天皇祭日をトして擧行するを例とし本年は神武天皇二千五百年
祭に相當し殊に天氣晴朗なりしを以て快感を與ヘたり午後一時半開會君か代に次て小池院長
教育勅語捧讀、教養成績報告後賞状賞金の授與終て  (後略)  
 

























































































































































    
 
 
 
(18.9 ×12.6) 
 
『北海道方面委員名簿』は、『昭和八年九
月 北海道社會事業要覽』等と共に本学図書
館が所蔵する北海道の社会事業に関連する
史資料の中の1冊である。 
 『昭和八年九月 北海道社會事業要覽』に
は、「方面委員」の沿革や北海道方面委員設
置状況などが16頁を用いて論述されている。 
この『北海道方面委員名簿』は、全88頁、
札幌市を含め7市、14支廳管内、合計1,158
名の担当方面、住所、職業、氏名、嘱託年月
日が記載されている。 
なお、多寄村は2名、名寄町は4名である。 
名簿には、杉崎郡作、輿水伊代吉、鈴木良
吉らの氏名があり、委員の多様な職業のなか
に僧侶、神官、宣教師、医師、弁護士などの
職名をみることができる。 
